
－つながる つくる 暮らし楽しむまち・とよた－

民間活力を導入した

社会参加から就労自立までの一体的な支援の取組

令和５年３月２３日（木）
愛知県豊田市 福祉部 福祉総合相談課
副課長 橋本 一磨

オンライン シンポジウム
しごと・就労支援を切り口にした地域づくり

〜地域の連携が生み出す多様な可能性〜
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豊田市の紹介
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「クルマのまち・ものづくりのまち」

418,554人

217,630人200,914人

(令和4年8月1日時点)

２ 急激に高齢化する人口構造

都市近郊部（市域面積の30％）
人口：約38万人（91%）

１ 日本の縮図と呼ばれる都市構造
中山間部（市域面積の70％）
人口：約3.8万人（9%）

トヨタ自動車本社 PHV

「自然が溢れるまち」

65歳以上高齢者の人口の推移（2010年を1.0とする）
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豊田市

日本全体

高齢化率
24.09％

３ SDGs未来都市

自治区：２９８区（最大4,412世帯、最小９世帯）
中学校：２８校 小学校：７７校

紅葉と言えば「香嵐渓」

「農業のまち」

2018年6月
SDGｓ未来都市に選定

米の収穫量が県内１位

平成14年から製造品出荷額等が全国１位

製造業従事者の約85％が自動車関連に
従事



豊田市における社会的背景
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■ 急激に高齢化する人口構造

○ これまで自動車等の産業を中心に、若いまちとして進んできた

○ 高齢化がピークアウトする他自治体に対して、短期間でその状況に追いつく急激な変化

「誰かが担う」のではなく、「誰もが担う」発想に、できるだけ早期にシフトチェンジする必要性

■ 日本の縮図と呼ばれる都市構造

○ 都市近郊部と中山間部、２８の中学校区と７７の小学校区、２９８の自治区

○ 広大な市域が故、地域ごとに特性・資源・文化などが大きく異なる

「地域」を基盤に考える重要性

■ SDGs未来都市

○ 従前より、環境モデル都市として、低炭素社会などの視点から持続可能なまちづくりを推進

○「すべての人に健康と福祉を(SDGsの17のゴールの一つ)」も達成しないと、持続可能にはならない

複合的な課題を抱える世帯、支援につながらず地域に埋もれている世帯、

福祉サービスの受給だけでは解決しない課題へのアプローチ

豊田市の課題に即した福祉制度の強化



平成27(2015)年度
●「第１次豊田市地域福祉計画・地域福祉活動計画」期間開始

平成28(2016)年度
● 旧部内で設置した「タスクフォース」による課題検討、提案

平成29(2017)年度
●「第８次豊田市総合計画」期間開始（タスクフォースによる検討結果を総合計画に反映）

● 福祉部の組織改編（地域包括ケア企画課、福祉総合相談課の新設）
● モデル事業として、「健康と福祉の相談窓口（高岡地区）」を開設

平成30(2018)年度
● モデル地区２か所目（猿投地区）の実施
● 全市展開に向けた庁内検討の開始

令和元(2019)年度
● 全市展開の方針決定
● 新たな方針に基づき、福祉部・地域振興部・社協による会議、研修会設置

令和２(2020)年度
●「福祉の相談窓口」の開設など、新たな体制での実施

令和３(2021)年度
● 重層的支援体制推進（整備）事業の実施
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包括的な支援体制の構築に向けたこれまでの主な取組
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平成２９年度～
包括的な支援体制の構築に向けた取組



～H28 市民福祉部 H29～ 福祉部

総務課
●医療施策

総務監査課

地域包括ケア企画課
●地域福祉計画、福祉部内の調整
●医療施策、在宅療養、医療と福祉の連携

地域福祉課
●地域福祉計画
●地域包括支援センター

（＋生活支援コーディネーター機能）
●高齢者の虐待対応、措置権限

福祉総合相談課
●総合相談・個別支援（高齢・障がいの虐待対応、措置、生活困窮対応含む）
●支え合いの地域づくり
●総合相談窓口の展開（＋H30～生活支援コーディネーター機能）
●成年後見制度利用促進
●避難行動要支援者名簿、福祉避難所
●子どもの貧困に関すること（主に、学習支援と子ども食堂）
●民生委員児童委員に関すること
●社会福祉協議会の法人経営に関すること

高齢福祉課
●地域包括支援センター（＋～H29 生活支援コーディネーター機能）

介護保険課 介護保険課

障がい福祉課
●障がい者の虐待対応、措置権限

障がい福祉課

生活福祉課
●生活困窮者自立支援事業

生活福祉課

福祉医療課 福祉医療課

市民課等 市民部として分離
7

平成28年度 → 平成29年度における組織改編の概要 H29～



令和元年度まで 令和２年度から 場所

福
祉

福祉総合相談課
社会福祉協議会（CSW※）

・相談窓口
・相談後の支援
・虐待等の緊急案件の対応
・支え合いの地域づくり
・民児協地区協議会への出席

※CSW

コミュニティソーシャルワーカーの略であり、生活
の困りごとを地域の様々な力につなげて解決すると
ともに、課題への対応がスムーズに進む仕組みづく
りに取り組むコーディネーター

支所（地域振興担当）

・相談窓口（聞取り、支援機関へのつなぎ）

・支え合いの地域づくり
（地域予算提案事業等による地域課題への対応）

・民児協地区協議会への出席

社会福祉協議会（CSW※）

・相談後の支援（経済的困窮者を中心とした支援）

・支え合いの地域づくり（地域活動の支援等）

・民児協地区協議会への出席

上郷
猿投
高岡
高橋
松平

コミセン

上郷
猿投
高岡
高橋

コミセン
※松平担当は

高橋支所内
に配置

福祉総合相談課

・支所及びｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰの支援
・相談後の支援（困難案件、支援機関間の調整）
・虐待等緊急案件の対応
・民児協事務局、案件により地区協への出席

本庁

健
康

地域保健課（保健師）

・まちぐるみの健康づくり等

地域保健課（保健師）

・まちぐるみの健康づくり等（従来どおり）

猿投
高岡

コミセン 8

＜旧＞健康と福祉の相談窓口
（高岡・猿投で実証したモデル事業名称）

＜新＞福祉の相談窓口

旧市内５支所の地域振興担当に新たな機能を位置づけ、
支所・社会福祉協議会・福祉総合相談課の連携による新体制で実施

相談窓口の全市展開における新たな体制 R2～



豊田市の取組①「包括的な支援体制の構築」

令和２年度（2020年度）

●旧市内５支所で「福祉の相談窓口」の開設など、新たな体制での実施

●旧市内４支所に社会福祉協議会の出張所を新設

○モデル地区２か所から５か所への相談窓口の拡大

○福祉部局ではない支所（地域振興部局）に相談機能を配置することで、

個別支援と支え合いの地域づくりを両輪として展開

福祉の相談窓口

離婚手続きの確認の
ため支所窓口に来ら
れ、夫からの暴言等
に悩んでいることを
吐露。
福祉の相談窓口が
困っている内容を聞
き取り、今後の住ま
いや就労について支
援する機関につなが
る。

7

行政
地域振興部職員

高橋支所

松平支所

上郷支所

市役所本庁

福祉センター(社協)

高岡支所

猿投支所

※松平支所は１校区のため、
高橋支所に出張所機能を置く
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○これまで培ってきた各所属・機関の専門性・専従性は生かすことは第一に、各所
属・機関が「何でも」対応するわけではありませんが、市民がどこの所属・機関
に相談しても受け止め、各所属・機関が連動し、サービス提供や支援を漏れなく
提供していくことを目指します。

○相談を「どこでも」受け止めた後は、地域づくりへの展開も含めて考え、自所属
・機関だけで対応するという考え方を捨て去り、各所属・機関が連動するために、
「つなぎ合う」ことを目指します。

○「つなぎ合う」とは…自所属・機関の都合だけである「振る・投げる」とも、１
回・一方向だけである「つなぐ」とも異なる概念であり、各所属・機関が連動す
るための最初の声掛けを示します。

○地域共生社会の実現に向けた相談支援では、１つの所属・機関が「局所的な対応を
行う」のではなく、主たる課題や本人との関係性から「支援を主導する」所属・機
関を定め、優先順位等を決めながら、各所属・機関がチームとなり、サービス提供
や支援を連動させていくことを目指します。

○このため、チームの「主導役」は、常に変わり得ることを意識する必要があります。

○上記のことから、「誰かがやる」から「誰もが関わる」へ、又「制度での解決の
支援」から「アイディアでの解決の支援」へ発想を切り替え、各所属・機関は
「制度の執行者」から「制度を知った発想者」へ転換していくことを目指します。

①どこでも受け止める

②つなぎ合う

④誰もが関わる

③主導役とチーム

縦割り・線引きを排除し、上記「のりしろ」を誰しもが持つことで、支援に「伸びしろ」を生み出す

⑤寄り添う伴走

○世帯が抱える複雑かつ複合的な課題に対し
ては、即時的な課題解決・手法の提示だけ
ではなく、地域や社会とのつながりへの対
応や、本人を中心として伴走する意識で応
対することを目指します。

○よって、伴走する中で課題解決のタイミン
グを幾度も創出していきます。

ビジョン（内部用）「住民からの相談支援に係る基本的な考え方と心構え」 R2～

包括的相談支援

包括的相談支援

多機関協働

地域づくり参加支援
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令和３年度～
豊田市重層的支援体制推進（整備）事業の実施
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「重層的」の考え方

●複合・複雑化した困りごとを抱えていることが制度の前提にあるため、

対象者の状態を多角的にとらえる。

●「相談を受け、必要な場合はアウトリーチを実施して同意を得て、必

要な支援機関により協議し、支援を実施する」という一連の流れ（事

業）により支援を行う認識を持つ。

●対象者自身が複雑な困りごとを抱えていることから、様々な支援機関

が協力し合う連携体制のもとに支援を行う。

豊田市の考える「重層的」とは・・・

「高齢者のことだけ、障がい者のことだけ、子どものことだけ」しか対応しないは通用しない

「私たちは相談機能です」「私たちは居場所づくりの機能です」など部分的な考えではダメ

全てを備えた万能な支援機関はないため、足りない（できない）部分は他機関と役割分担

①対象者自身や世帯の困りごとがたくさんある『対象者の重層』

②相談から支援の実施までの『支援手段の重層』

③支援機関の重なりによって支援する『支援機関の重層』
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重層的支援体制推進事業の全体図

令和３年度（2021年度）
●改正社会福祉法による「重層的支援体制整備事業」の実施

○多機関連携により住民の複合化・複雑化した困りごとに対応

○制度による支援の確立と制度外による支援の確立

包括的相談支援事業

・自所属の対象ではない相談内容であっても、

適切に聞き取り、対応できる支援機関につなぐ

本人 本人以外

福祉の相談窓口など

相談

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業

・同意のない対象者に対し、支援が行き届くように支援会議を

経て情報収集や自宅訪問等を実施し、支援同意を得る

・多機関の適切な連携による個別支援の実施 ・必要な支援機関を招集し、支援の方針や役割分担を決定 ・支援状況の定期的な進捗確認及び終結判断

子育て支援
センター

子ども家庭課

パルクとよた
（スクールソーシャルワーカー）

次世代育成課

福祉総合相談課

地域保健課 保健支援課

地域包括支援
センター

障がい者
相談支援事業所

生活福祉課

社会福祉協議会ケアマネ

・地域資源につなぎ、社会参加を促進（まずは有るものを活用）

・既存の支援がない場合、「とよた多世代参加支援プロジェクト」に依頼し、新たな支援メニューを創出する

地域サロン お助け隊
交流館

自主グループ
子ども食堂 など

既存の支援

支援策がない

新たな支援メニューの創出・提供

・世代や属性を超えた住民同士の多様な場の整備及びコーディネート

・社協ＣＳＷが中心となり、各事業実施者と意見交換し、以下の５事業の参加者交流等を図る

地域介護予防活動支援事業

多機関協働事業

参加支援事業

とよた多世代
参加支援プロジェクト

民間事業所等の任意団体

地域づくり事業

生活支援体制整備事業 地域活動支援センター事業 地域子育て支援拠点事業 生活困窮者支援等のための地域づくり事業

支援会議



民間活力の導入による社会参加に向けた支援
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対応できる既存の

サービスがない

本人

個別サービスの開発等

を民間事業者へ依頼

本人に合った

支援の創出・提供１

２

３
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重層事業実施のポイント

●包括的相談支援事業・・・高齢福祉課、地域包括支援センター、障がい福祉課、

障がい者相談支援事業所、子ども家庭課、

福祉総合相談課、社会福祉協議会

●多機関協働事業・・・・・上記＋生活福祉課、保育課、次世代育成課、地域保健課、

教育委員会

●参加支援事業・・・・・・とよた多世代参加支援プロジェクト（民間ベースの任意団体）

●地域づくり事業・・・・・地域保健課、福祉総合相談課、社会福祉協議会、保健支援課、

子育て支援センター

・庁内だけでも１０課にまたがるため、様々な支援機関を巻き込んで体制化する必要がある。

・施策で対応できない支援策を参加支援で形成するため、民間も含めた支援体制が必須。

本市の特徴：参加支援事業



が設立されました！
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豊田市独自の取組
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令和３年５月から

引用元：とよた多世代参加支援プロジェクト資料



18引用元：とよた多世代参加支援プロジェクト資料



19引用元：とよた多世代参加支援プロジェクト資料



20引用元：とよた多世代参加支援プロジェクト資料



21引用元：とよた多世代参加支援プロジェクト資料
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参加支援事業による事例

参加支援事業（重層的支援体制整備事業）での民間活力の活用事例

参加支援事業で再犯防止

ほとんど予定もなく、人との関わ
りも少ない高齢者で、お腹がすい
てお金が手元にない時に万引きを
してしまう。
参加支援事業において、お店で作
業などを手伝い、軽食の提供し、
人との関わりが増えたことで万引
きが止まった。

小学校３年生から不登校
状態の16歳。母親と共依
存関係にあることから、
離れて他人と過ごす時間
を確保するために、月２
回、ボランティアさんと
過ごす。
この日は和菓子屋の化粧
箱折りなどの軽作業を実
施中。

参加支援事業で人との関わりづくり

高齢男性のための調理会に参加して
いた認知症高齢者とひとり暮らし高
齢者。
調理会以外の居場所（生きがい）を
作るため、障がいのＢ型就労の場に
参加。
※B型事業所と苗ハウス所有農家は

「とよた多世代参加支援プロジェ
クト」の会員。

※当該高齢者は障がい者サービスと
しての参加ではない。

参加支援事業で他分野サービスの場を活用
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令和４年度から就労準備支援事業と合わせて実施

引用元：とよた多世代参加支援プロジェクト資料
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令和５年度～
社会参加から就労自立までの一体的な支援体制の整備
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働きづらさを抱える多様な人々

52,000人

出典：公益財団法人日本財団「就労困難者に関する調査研究」推計値
から豊田市の人口割合で算出したもの
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難病患者

２，００７人
※15-64歳

若年性認知症

１０４人
※18-64歳

ニート

４，８４９人
※15-54歳

非就労障がい者

１１，９０６人
※15-64歳

高齢者（就職困難者）

１，２５４人
※65歳-

貧困母子世帯

１，６３９世帯

広義引きこもり

１，８０６人
※15-39歳

がん患者

１，６０５人
※15-64歳

刑余者

６４人
※20-64歳

出典：公益財団法人日本財団「就労困難者に関する調査研究」推計値
から豊田市の人口割合で算出した対象者の一部
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第3段階：就労自立

居場所づくり

・社会とのつながりをつくるための支援

・就労自立のための訓練
第2段階：日常生活自立

社会参加から就労自立までの一体的な支援体制の整備

社会参加から就労自立に向けた考え方

第１段階：社会参加 ・日常生活自立のための訓練

働く場の確保
新
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社会参加から就労自立までの一体的な支援体制

面談、適性検査

本人の意向を踏まえた目標設定

就労訓練

・ 実習（就労体験）

地域ネットワーク
（相談支援機関とのつながりを構築）

社会福祉協議会

地域包括支援センター

障がい相談支援事業所

シルバー人材センター

ハローワーク

その他

障がい者就業・生活支援センター 若者サポートステーション

制度福祉

障がい事業所

●障がい者総合支援法に定める就労支援

サービス（就労移行支援・A型・B型）

●生活困窮者自立支援法に定める就労支援

サービス（就労準備支援）

2’nd STEP

・就労訓練、実習（就労体験の場）を提供

【レディメイド型】

・協力金：体験５千円、一般就労7千円

ニーズの拾い上げ

（支援機関からのアクセス）

働きづらさ抱えた方々の

ためのハローワーク

豊田市

ニーズの拾い上げ

（本人からのアクセス） バーチャル窓口

・居場所の創出【オーダーメイド型】

利用者マッチング

社会参加 就労自立

とよた多世代参加支援プロジェクト

介護事業所 学校 企業 農家 花屋

・医療・手帳取得

新



・断らない相談支援

重層的支援体制推進事業における位置づけ

包括的相談支援事業

・支援が必要な人へ支援を届ける

アウトリーチ等を
通じた継続的支援事業

・世代や属性を超えた住民同士の多様な場の整備

地域づくり事業

・多機関の役割分担、支援方針の決定等

多機関協同事業

・社会参加に向けた支援

参加支援事業

2

社会参加から就労自立まで

の一体的な支援体制の整備
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参考資料



弁護士

生活困窮者の早期発見・早期把握

福祉部門との連携

社
会
福
祉
協
議
会

生活困窮者の自立に向けた支援

納付相談会
（福祉部門へのつなぎ)

居住支援

就労支援

家計支援

緊急支援

生活困窮者の早期発見・福祉部門と連携した早期支援
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出口入口

弁護士相談ブース

福

祉

相

談

ブ

I

ス

1

2 3 4

2

1 ５

生活困窮者の発見

福祉部門への誘導

生活困窮者の自立

に向けた支援

受

付

納付相談会
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中

高

困窮度

生活再建

福祉コスト減

生活困窮者の早期発見

福祉部門と連携した早期支援

歳入増

34



35

ジチタイワークスvol.24 February2023



重層的支援体制推進事業における「包括的相談支援事業」

36

○属性や世代を問わず包括的に相談を受け止める

○支援機関のネットワークで対応する

○複雑化・複合化した課題については適切に多機関協働事業につなぐ

基本事項

○相談を担う業務（地域包括支援センター、障がい者相談支援事業所、子ども家庭課、子育て支援センター等、社会福祉協議会
等）について、これまで同様に、主たる支援対象者以外からの相談であっても、しっかり受け止め、適切に支援機関へつなぐ。

○主たる支援対象者以外の相談も受け止め、適切に支援機関へつなぐため、自身の属する分野以外の支援についても広く学ぶ機
会を創出する。

対応方針 【既存】

子ども
若者

生活困窮障がい者高齢者

福祉総合相談課
生活福祉課

保育課
子ども家庭課
次世代育成課
地域保健課

障がい福祉課
保健支援課

高齢福祉課
地域保健課

社会福祉協議会

子育て支援
センター等

豊田若者サポート
ステーション

障がい者相談
支援委託事業所

地域包括支援
センター

住民の相談を
受け止める窓口

つなぐ

福祉総合相談課

福祉の相談窓口

生活全般

住 民

民生委員

つなぐつなぐつなぐ

「この相談内容はうちじゃない」という対応は厳禁になりました。



重層的支援体制推進事業における「アウトリーチ等を通じた継続的支援事業」

37

○支援を必要とする人を早期に発見するために、関係機関とのネットワークから相談者を発見する

○支援を必要とする人に支援を届けるために、自宅訪問などの支援を行う（本人との関係づくり）

基本事項

○関係機関や地域から情報が入った場合、支援機関は情報収集及びアセスメントを実施し、対象者を訪問するなど受け身ではなく、
アウトリーチによる積極的な行動を取る。

○特に、高齢者は地域包括支援センター、障がい者は障がい者相談支援事業所、子どもは子ども家庭課、生活困窮は社協ＣＳＷ、
全体のフォローを福祉総合相談課というように対象別で主体となるアウトリーチ機能を持つ機関を確保する。

潜在的なニーズを抱える人

子ども家庭課障がい者相談支援
委託事業所

社会福祉協議会
ＣＳＷ福祉総合相談課

地域包括
支援センター

民生・児童委員

地域住民

関係機関
情報提

供

情報収集

アセスメント
自宅訪問などの働きかけ

○支援プランの作
成
○支援会議の実施

複合の場合は多機関協働事業を経て
重層的支援会議

同意が得られた場
合

支援会議

など

対応方針 【一部新規】

「本人が相談に来ないとムリ」は厳禁になりました。



重層的支援体制推進事業における「多機関協働事業」

38

○複合的な課題を有しており、支援関係機関による役割分担や支援の方向性を整理する役割

○重層的支援体制推進事業の中核を担う事業

基本事項

○高齢福祉課、障がい福祉課、生活福祉課、次世代育成課、子ども家庭課、保育課、地域保健課、保健支援課の計１０者に拡大
し、それぞれが支援機関を巻き込んだ支援を実施できるよう進化する。

○福祉総合相談課を多機関調整管理者とし、その他を多機関調整推進員と位置付け、多機関協働事業者の相談先やとりまとめを
福祉総合相談課とする。

複合的な課題を抱える人

子ども家庭課障がい者相談支援
委託事業所

社会福祉協議会
ＣＳＷ福祉総合相談課

地域包括
支援センター

○支援について関係機関を集めて検討
○支援プランの決定・共有
○参加支援事業の利用の有無

重層的支援会議（ケース会議）

同意がない場合

アウトリーチ等を
通じた継続的支援

多機関調整管理者
福祉総合相談課

多機関調整推進員

高齢福祉課 子ども家庭課

保育課

地域保健課

保健支援課

社協ＣＳＷ

推進員では困難な案件の
相談・実施報告

重層的支援会議の実施
同意が得られた場
合

など

支援会議

生活福祉課

障がい福祉課

重層的支援会議 定例会

○多機関調整管理者
○多機関調整推進員
○その他必要と認める者

支援に関する情報共有・分析

豊田市独自

対応方針 【一部新規】

これまでの縦割りの支援主体が中心となり、他の機関はフォローする。

次世代育成課

パルクとよた（SSW）



重層的支援体制推進事業における「参加支援事業」

39

○既存事業では対応できないニーズに対応するため、本人のニーズと地域資源との調整を行い、多様な社会参加を促進

○本人に対する定着支援と受入れ先への支援（フォローアップ）

基本事項

○社会参加につなげたいが、既存事業では対応できない支援において、本人のニーズと地域資源とのマッチングを図り、参加で
きる場所を確保するとともに、受け入れ先のフォローアップを実施する。

○公的サービスやつなげる地域資源がない場合、新たに立ち上がる「とよた多世代参加支援プロジェクト」に支援を依頼し、
個々のニーズに対応する支援開発を実施する。【豊田市の重層的支援体制推進事業の最重要ポイント】

社会参加が必要な人

子ども家庭課障がい者相談支援
委託事業所

社会福祉協議会
ＣＳＷ福祉総合相談課

地域包括
支援センター

地域資源

マッチング

・多機関協働事業でのアセスメント
・重層的支援会議でのプラン決定

とよた多世代
参加支援プロジェクト

受入れ調整
受入れ後のフォロー

地域資源もない場合は
個別サービスの開発

アセスメント
協議会内で作成した支援サービスの提供

高齢分野事業所

障がい分野事業所

子ども分野事業所

困窮分野事業所

対応方針 【一部新規】

介護保険や障がい者サービスといった公的サービスだけに頼らない。



重層的支援体制推進事業における「地域づくり事業」

40

○既存事業については、継続して事業実施していく。

○社協ＣＳＷを主導に、各事業実施者の困りごと解消や事業改善などを図り、各事業の一体化を目指す。

○参加支援事業で結び付けることができる地域資源のひとつとなるよう地域力の育成を意識する。

○世代や属性を超えて住民同士が交流できる多様な場や居場所を整備する。【多様な「場」づくり】
○「人と人」「人と居場所」などをつなぎ合わせる。【つなぎ・コーディネート機能】
○５事業（介護２つ、障がい、子ども、困窮）を全て実施することが規定されている。

基本事項

個
別
支
援
（
相
談
支
援
）

地
域
課
題
の
解
決
を
目
指
し
た

地
域
づ
く
り

興
味
・
関
心
か
ら
始
ま
る
活
動

よ
り
豊
か
な
く
ら
し
を
目
指
し
た

ま
ち
づ
く
り

新たな出会い・
気づきから始まる
「地域づくり」の
プラットフォーム

エポレ・ポジティ
ブ21いなぶ

子育て支援
センター

子ども食堂運
営支援・権利

擁護協議体・生活支援
コーディネーター

民生委
員

児童委
員ボランティ

ア

企業
商店

自治
区

社福法
人

ＮＰＯ

コーディネート機能
＜プラットフォーム＞
・地域課題や問題意識の共有
・ノウハウや機能の共有

人 場

元気アップ教室・
自主グループ支援

一般介護予防事業生活支援体制
整備事業

地域活動支援
センター事業

生活困窮者等
の地域

づくり事業
地域子育て

支援拠点事業

対応方針 【一部新規】

「対象を限定する」地域づくりから「全世代化」の地域づくりに趣向を変える。



重層的支援体制整備事業の体制構築までのあれこれ

41

○ 令和２年５月～
・重層事業で関わりそうな関係機関の洗い出し
・既存体制の活用を前提にした体制整備の検討

○ 令和２年８月～
・関係機関を集めた重層的支援体制整備事業の制度説明及び豊田市の体制案について提示
・市長、副市長説明の実施

○以降～
・１～２か月毎に関係機関を招集して情報共有及び細部の確認

「福祉総合相談課」がベース作成、関係機関へ提示⇒合意

■関係部局との調整について

地域包括ケア企画課
福祉総合相談課
障がい福祉課
高齢福祉課
生活福祉課

福祉部 ５課

子ども家庭課
保育課
次世代育成課

子ども部 ３課

地域保健課
保健支援課

保健部 ２課

社会福祉協議会

庁外 １者

重層事業交付金に関与しないが、個別支援に関与する課を当初から巻き込んで議論

※太字は交付金には関与しない課

パルクとよた

教育委員会 １課

※検討時に教育委員会は含めず



重層的支援体制整備事業における取組

42

○原則、これまでの支援体制を活用する点から、新たに支援関係機関に指示したのは以下の４点のみ。

①本人以外からの相談に対する対応の変更【包括的相談支援事業・アウトリーチ事業】

従前：「本人を連れて来ないと支援が進まないので、本人を連れてきてください。」
今後：「支援会議を実施し、関係機関を本人にたどり着くために様々な手段を検討し、

アウトリーチを実施する。」
⇒ 支援機関全てがアウトリーチすることについて同意は得られなかったため、部分的に実施。

②多機関協働事業者の拡大による各課主体の支援の実施【多機関協働事業】

従前：Ｒ２年度まで多機関協働事業者は福祉総合相談課と社協の２者。
今後：皆さん全員（１０者）が多機関協働事業者です。福祉総合相談課と社協に投げないで。

⇒ 社協、地域包括支援センターや障がい者相談支援事業所などの委託先は能動的になってきた。

③制度の狭間に対応するために、定例会を設置【多機関協働事業】

従前：個別ケースのための多機関との情報共有の場はある。
今後：施策として必要な支援などを本音で検討する場を設置します。

⇒ ヤングケアラーなどの新たな対応について協議し、ルール化ができた。

④インフォーマルサービスの活用による個別支援の推進【多機関協働事業・参加支援事業】

従前：公的サービスを駆使して支援プラン策定。使えなければ諦める（我慢）。
今後：必要な公的サービスとインフォーマルサービスをセットで支援プランを策定。

使える支援がなければ民間の力を借りて作りましょう。

⇒ 行政だけでは不可能なおもしろい取組や対応策が展開できるようになった。

■支援関係機関との連携について



“ミライのフツー”をつくろう！取組事例集（2022年7月発行）

超高齢社会
（福祉）

重層的支援体制（2021年～）

「８０５０問題」を始めとした複雑化・複合化した
課題への対応

【担当者コメント】

全国的に、複雑化・複合化した

困りごとに対し、対応する福祉

サービスがなく支援が困難とい

う課題を抱えています。本市で

は、民間事業所のノウハウを活

用した新たなサービスを創出・

提供することで、住民の課題解

決を目指します。

豊田市役所
福祉部

対応できる既存のサービスがない場合に、多分野の民間福祉事業所などで構成される任意団体 「とよた多世代
参加支援プロジェクト」へ個別サービスなどの支援協力を依頼。対象者に合った支援を創出・提供することで、
困りごとの解消を図る。

43
※国は、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築を目的として令和2年6月に社会福祉法を改正し、重層的支援体制整備事業を創設。令和3年4月から施行

※本市は平成29年度からモデル事業実施を進めており、全国に先駆けて体制の整備が進んでいることから、重層的支援体制推進事業と独自の呼称を使用。

重層的支援体制推進事業 本市の基本的な流れ

本人 本人以外

本人

地
域
づ
く
り
事
業

・世代や属性を超えた住民同士の多様な場の整備及びコーディネート

・すでに実施している以下の５事業の参加者交流等

・相談を適切に聞き

取り、対応できる

支援機関に適切に

つなぐ

・支援が行き届く

よう本人への自

宅訪問等を行う

※ 法令上規定する５事業（当該事業は公的サービス主体）

包
括
的
相
談
支
援
事
業

多
機
関
協
働
事
業

ア
ウ
ト
リ
ー
チ
等
を
通
じ
た

継
続
的
支
援
事
業

相談

子ども家庭課

子育て支援
センター

次世代育成課 地域保健課 地域保健課 生活福祉課

福祉総合相談課
地域包括支援

センター
社会福祉
協議会

障がい者相談
支援事業所

保健支援課

ケアマネ

生活支援体制整備
事業（協議体、生
活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）

地域活動支援セン
ター事業（ｴﾎﾟﾚ、ﾎﾟ
ｼﾞﾃｨﾌﾞ21いなぶ）

一般介護予防事業
（自主ｸﾞﾙｰﾌﾟ支援）

共助の基盤づくり事業
（子ども食堂、権利擁
護支援活動応援資金）

地域子育て支援
拠点事業（子育
て支援ｾﾝﾀｰ）

参
加
支
援
事
業

・多機関の適切な連携による支援の実施

・必要な支援機関を招集し、支援の方針や役割分担を決定

・個別課題を積み上げ、必要な公的サービスなどの検討

・地域資源を活用した支援につなぎ、社会参加を促進

・既存の支援がない場合、新たな支援メニューを創出する

とよた多世

代参加支援

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

既存の支援

支援策がない

新たな支援メニューの創出

地域
サロン

お助け隊
交流館

自主ｸﾞﾙｰﾌﾟ
子ども
食堂

など

福祉の相談窓口

・就労や生きがい、居場所の提供等、対象者に合った新たな支援
メニューの創出。
・上記のような取組のノウハウの共有と事業所間のネットワーク
を構築

②個別サービスの開発など
の支援協力を依頼

豊田市

①対応できる既存のサービスなし

③本人に合った
支援の創出・提供

市民

とよた多世代参加支援プロジェクト 概要

活
動
内
容

⇒市内民間事業所で構成する任意団体『とよた多世代参加支援プロジェクト』

と協定を締結

設 立・・・令和３年３月２４日（水）

構 成・・・５８事業所（高齢・障がい・子ども若者・困窮・農家・企業

など）※R4.９月末時点

①市町村レベルで属性を超えて福祉系の民間事業所が団体化

するのは全国初の取組。

②福祉事業所だけでなく、一般企業や農家など支援に関わっ

てほしい事業者も参加。

事務局・・・合同会社P-BEANS

・民間活力を活用し、行き詰まっている支援の協力を依頼。（下図参照）

・令和３年５月２６日（水）の同プロジェクト総会にて協定を締結。

・同プロジェクトに負担金400万円を拠出。

民間活力の活用による課題解決

とよた多世

代参加支援

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

課題
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